
標準原価計算の目的は、①原価管理の効果的な実践、

②棚卸資産価額及び売上原価算定の基礎となる、③予算

管理システムを結合して総合的利益管理の一助となる、

④記帳の簡略化及び迅速化に資することの4つが挙げら

れる。建設業では積算の技法と数値が一般に浸透、工事

受注後の実行予算による原価管理の普及、標準を示す語

として「歩掛」の慣用等から、部分的ながら、他の業界

よりも標準原価計算導入の素地をもっているといえる。

経営意思決定問題において関連原価となる要件は、①将

来発生する未来原価であり、②代替案間で発生額が異な

る、の２つの要件を満たしていることである。経営意思

決定とは、一般に、企業目標達成の観点から、合理的に

代替案を選択することといえ、そのために必要とされる

会計情報は未来の原価となる。また、最終的には代替案

間の比較評価により決定されるため、代替案間で発生額

が異ならない原価は、意思決定の結果には関係しない。
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